
Ⅱ 地方六団体関係
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１ 地方六団体代表者会議

（非公開）地方六団体代表者会議の開催状況

○平成２３年 ５月２４日 （都道府県会館）

○平成２３年 ６月１３日 （都道府県会館）

○平成２３年１１月２９日 （総理大臣官邸）

○平成２３年１２月２０日 （都道府県会館）

○平成２３年１２月２６日 （総理大臣官邸）

○平成２３年１２月２９日 （都道府県会館）
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２ 地方六団体の提言、声明、
談話、申し入れ等
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「国と地方の協議の場に関する法律」等の成立にあたって

本日、「国と地方の協議の場に関する法律」など３法が成立した。

地方六団体は、政府・与野党に対し再三にわたり、早期成立を強く求

めてきたところであり、これら３法の成立を評価したい。

特に法制化された「国と地方の協議の場」は、地方の長年の悲願であ

り、東日本大震災からの復旧・復興に向けた国・地方を挙げての一丸と

なった取組みや社会保障と税の一体改革等地方自治に関する諸課題を協

議していく上で極めて重要である。今後、できる限り早期に協議を開始

し、国と地方の実効ある対話を積み重ねる中で、国・地方を通じて真に

効果的な施策が進められることを強く望む。

我々地方も、引き続き、真の分権型社会の実現に向けて全力で取り組

んでいく所存である。

平成２３年４月２８日

      地方六団体          

          全国知事会会長       山 田 啓 二

全国都道府県議会議長会会長  金子 万寿夫

          全国市長会会長       森 民 夫

         全国市議会議長会会長    五本 幸正

          全国町村会会長       藤原 忠彦

          全国町村議会議長会会長   野 村 弘
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子どもに対する手当に関する共同声明 

 

 

 昨日、民主党、自由民主党及び公明党において、「子どもに対する手当

の制度のあり方について」の三党合意がなされた。 

 

 「子どもに対する手当」の実務を担っているのは地方である。したがっ

て、この三党合意に基づく今後の手当のあり方の見直しについて、国は地

方に対し説明責任を果たすとともに、その具体的な内容と道筋を明確にす

ることが的確かつ円滑な支給事務を行う上で不可欠である。 

よって、法定化された「国と地方の協議の場」を直ちに開催し、地方と

の協議を行うことを強く求める。 

  

 

 平成２３年８月５日 

  

          地方六団体 

全国知事会会長         山田 啓二 

全国都道府県議会議長会会長   山本 教和 

全国市長会会長         森  民夫 

全国市議会議長会会長      関谷  博 

全国町村会会長         藤原 忠彦 

全国町村議会議長会会長     髙橋  正 

822



新内閣発足に当たっての共同声明

本日、野田新内閣が発足した。

我が国は、人口減少・高齢化やグローバル化の進展等により社会・経済構造

が大きく変化し、将来に対する不安や閉塞感が国民の間に漂う中、東日本大震

災が発生し、まさに様々な課題が山積している状況にある。

新内閣は、福島第一原発事故の早期収束、東日本大震災からの復旧・復興に

全力を傾注するとともに、長期低迷を続ける経済を回復軌道に乗せ、国難とも

言える今回の事態を乗り越え、我が国の再生を果たす責任がある。

もとより、我が国の再生には、国と地方が総力を結集し、国民の力が十分に

発揮できる効果的な行政を実現しなければならない。そのためには、国と現場

を熟知する地方が積極的に対話を行い、政策を形づくることが不可欠である。

こうした観点から、新内閣は、「国と地方の協議の場」を積極的に活用し、

義務付け・枠付けの見直しや権限移譲、国の出先機関の原則廃止、地方税財源

の抜本強化等の改革を早急に実現することで「地域主権改革」を断行すべきで

ある。

特に、「社会保障・税一体改革」の取りまとめ、子ども手当や子ども・子育

て新システムの設計については、社会保障の大半が地方によって運営されてい

ることを踏まえ、地方の意見を十分に反映させたものとしなければならない。

加えて、現在の歴史的な円高は、産業の空洞化を引き起こし、我が国の経済

活力や雇用を失わせ、地方自治体の財政状況を深刻化させることが懸念される。

このため、成長戦略の迅速な実行と地域間格差の是正策を含め、過度の円高を

是正しデフレからの脱却を図るための緊急経済対策を早急に実施することを強

く求める。

平成２３年９月２日

地方六団体

全 国 知 事 会 会 長 山 田 啓 二

全国都道府県議会議長会会長 山 本 教 和

全 国 市 長 会 会 長 森 民 夫

全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 関 谷 博

全 国 町 村 会 会 長 藤 原 忠 彦

全国町村議会議長会会長 髙 橋 正
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地方六団体の活動> 要請活動
地方六団体の活動> 地方六団体の動き
活動から探す> 声明・コメント等
活動から探す> 要請活動
地方六団体の活動> 記者会見・要望・声明・コメント

９月８日（木）、地方六団体代表は、新内閣の発足に伴い、藤村内閣官房長官（斎藤副長官、長浜副長官、竹歳副長
官同席）及び川端総務大臣（黄川田副大臣、松崎副大臣、福田政務官、主浜政務官、森田政務官同席）と面談しまし
た。本会からは山田会長（京都府知事）が出席しました。
持参した資料は以下のとおりです。 

（問合せ先：調査第一部 03-5212-9130）

川端総務大臣、黄川田副大臣及び松崎副大臣と地方六団体代表との面談の様子

藤村内閣官房長官、斎藤副長官、長浜副長官及び竹歳副長官と地方六団体代表との面談の様子

・新内閣発足に当たっての共同声明

＜戻る

「地方六団体代表と内閣官房長官及び総務大臣等との面談」について (平成23年09月08日)
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地方六団体の活動> 政党関係
地方六団体の活動> 地方六団体の動き
分野から探す> 地方分権関係
活動から探す> 委員会・会議等> 終了した委員会> 地方税財政特別委員会
分野から探す> 地方行財政関係
活動から探す> 政党関係
活動から探す> 委員会・会議等> 委員会> 総務常任委員会

９月２７日（火）、平成２４年度税制改正や予算編成などをテーマに、民主党総務部門会議が開催され、地方六団体
の代表者が出席しました。
本会からは橋本事務総長が出席し、地方の一般財源総額の確保、社会保障・税一体改革等について意見を表明しまし
た。
提出資料は、以下のとおりです。

（問合せ先：調査第一部 03-5212-9130）

民主党総務部門会議の様子（地方六団体代表者側）

民主党総務部門会議の様子（民主党側）

・提出資料
・平成２４年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

民主党総務部門会議への出席について (平成23年09月27日)
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子どもに対する手当に関する厚生労働省提案について

平成 23年 11月 8日

地 方 六 団 体

地方六団体は、来年度以降の子どもに対する手当の制度設計に当たっては、

保育サービスをはじめとする子育て関係経費（サービス給付）とのバランス

に十分配慮するとともに、国と地方の役割分担や地方負担のあり方について、

「国と地方の協議の場」において協議を進めるべきと主張してきた。

また、民主党・自由民主党・公明党の幹事長・政調会長合意（平成 23年

8月 4 日）や平成 23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法

等でも、「国と地方の協議の場」における真摯な協議が前提とされている。

しかるに、「国と地方の協議の場」を設定することなく、今回示された厚

生労働省の提案は、国と地方の役割分担等のあり方について何ら示すことな

く、地方に裁量の余地がない現金給付に関する地方負担を一方的に拡大しよ

うとするものであり、かつ、地方固有の財源である住民税の増収分等を一方

的に子どもに対する手当に使途を限定するもので、到底受け入れられるもの

ではない。

地方としては、「国と地方の協議の場」を早急に開催し、子どもに対する

手当制度のあり方を含め、総合的な子育て支援策について、地方の意見を十

分尊重し、国と地方が真摯な協議を行うことを、政府に対して要求する。
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地方六団体の活動> 政党関係
地方六団体の活動> 地方六団体の動き
分野から探す> 地方分権関係
活動から探す> 委員会・会議等> 終了した委員会> 地方税財政特別委員会
分野から探す> 地方行財政関係
活動から探す> 政党関係
活動から探す> 委員会・会議等> 委員会> 総務常任委員会

１１月３０日（水）、自由民主党において「予算・税制等に関する政策懇談会」が開催され、地方六団体からの意見
聴取が行われました。
本会からは橋本事務総長が出席し、「社会保障と税の一体改革」、「地球温暖化対策のための財源の確保」及び「自
動車取得税の堅持」について、意見を述べました。
提出した資料は以下のとおりです。

（問合せ先：調査第一部 03-5212-9130）

・平成２４年度税財政等に関する提案

橋本事務総長

挨拶する自民党田中団体総局長

自由民主党「予算・税制等に関する政策懇談会」への出席について (平成23年11月30日)
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自由民主党「予算・税制等に関する政策懇談会」の様子

＜戻る
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平成 24年度地方財政への対応についての共同声明 

 

 本日、平成 24年度地方財政への対応に関する閣僚間折衝が行われ、東日本大

震災の復旧・復興事業等を別枠で整理した上で、通常収支分の地方交付税につ

いて、前年度より 0.1 兆円増額の 17.5 兆円を確保するとともに、地方の一般財

源総額について、平成 23 年度と同水準となる 59.6 兆円を確保することが決定

された。また、震災復興特別交付税を別枠で 0.7 兆円確保するとともに、全国

的な緊急防災・減災事業として 0.6 兆円計上されることとなった。 

今回の決着について、子どものための手当等の取扱いを含め、社会保障関係

費の財源措置について精査が必要なものの、地方が強く訴えてきた地方交付税

の増額の要請に応え、地方交付税の別枠加算の確保など、財源の確保にできる

限りの工夫がされたことを評価する。極めて厳しい状況の中、地方に配慮した

地方財政対策を実現された川端総務大臣をはじめとする政府・与党関係者の真

摯なご尽力に深く感謝するものである。 

我が国は、東日本大震災と福島第一原発事故の未曾有の国難に加え、歴史的

な円高による経済活力の低下という難局に直面しており、必要な対策が取られ

なければ、「地方大不況」による国力衰退の危機にある。国と地方が緊密に連携

して、東日本大震災からの復旧・復興はもとより、地域経済活性化・雇用対策、

防災・減災対策に最大限の努力をしなければならない。 

 地方財政は、依然として多額の借入金に依存した運営が続いている。社会保

障・税一体改革の議論が大詰めを迎えているが、地方が社会保障分野において

担っている大きな役割を踏まえ、地方単独事業を含めて社会保障サービスを持

続的に提供できるよう、地方消費税の引上げなどにより偏在性の小さい安定的

な財源を確保すべきである。 

 

平成２３年１２月２２日 

   

        地方六団体 

           全 国 知 事 会 会 長  山 田 啓 二 

           全国都道府県議会議長会会長  山 本 教 和 

           全 国 市 長 会 会 長  森   民 夫 

           全 国 市 議 会 議 長 会 会 長  関 谷   博 

           全 国 町 村 会 会 長  藤 原 忠 彦 

           全国町村議会議長会会長  髙 橋   正 
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第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パラリンピック競技大会の

東京招致を支援する決議

  我が国はこれまで、１９６４年の夏季東京大会をはじめ、１９７２年の冬

季札幌大会、１９９８年の冬季長野大会と、３回のオリンピック競技大会並

びにパラリンピック競技大会を開催し、世界中の人々に多くの感動と喜びを

与え、我が国の存在感を力強く示してきた。

  現在、東京都は、再び夏季オリンピック競技大会及びパラリンピック競技

大会を開催することを目指している。東日本大震災からの復旧、復興に全力

で取り組んでいる我が国にとって、２０２０年にオリンピック、パラリンピ

ックを開催することは、全国民に希望を与え、復興、再生のシンボルとなる。

加えて、力強く復興した我が国の姿を世界に示し、東日本大震災に際して世

界中から寄せられた支援に対する感謝の気持ちを表す好機ともなる。

  よって、地方六団体は、２０２０年の第３２回オリンピック競技大会及び

第１６回パラリンピック競技大会の日本開催を心から希望し、東京都の招致

活動を全面的に支援、協力するものである。

  以上、決議する。

  平成２４年１月２６日

地方六団体

全国知事会会長       山 田 啓 二  

全国都道府県議会議長会会長 山 本 教 和  

全国市長会会長       森 民 夫   

全国市議会議長会会長    関 谷 博   

全国町村会会長       藤 原 忠 彦  

全国町村議会議長会会長   髙 橋 正   
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国家公務員給与に係る臨時特例法について 

 
 

 本日、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性から、来年度

から２年間、国家公務員給与を平均で７．８％削減する「国家公務員の給与の改定

及び臨時特例に関する法律」が成立し、同法附則第１２条では、「地方公務員の給

与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において

自主的かつ適切に対応されるものとする。」とされた。 

 

 もとより地方の行政運営に関わる事項は、国が指示すべきものではなく、地方自

らの判断に基づくものでなければならない。これまで地方は、地域の実情や厳しい

財政状況等を踏まえ、独自の給与削減や定員削減を断行する等、国に先んじて行財

政改革を実施してきたところであり、また、被災地へのきめ細かな職員派遣等の継

続した支援に加え、全国的な防災・減災事業の財源を自ら確保する等の取り組みを

行っている。 

 

 このため、地方交付税や義務教育費国庫負担金を減額するなど、国が地方に対し

給与削減を実質的に強制することは、附則第１２条の立法の経緯を踏まえれば、決

してあってはならないものである。 

 

 地方は、地域主権改革の理念に則り、自らの判断に基づいた自主的な取り組みを

通して、引き続き東日本大震災からの復旧・復興に取り組み、地方の責任を果たし

ていく。 

  

 

 平成２４年２月２９日 

               地方六団体 

                                全 国 知 事 会 会 長  山 田  啓 二 

                全国都道府県議会議長会会長 山 本  教 和 

                                全 国 市 長 会 会 長  森     民 夫 

                                全 国 市 議 会 議 長 会 会 長  関 谷     博 

                                全 国 町 村 会 会 長  藤 原  忠 彦 

                                全 国 町 村 議 会 議 長 会 会 長  髙 橋     正 
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３ 地方公共団体金融機構

（非公開）代表者会議の開催状況

○平成２３年 ６月 ９日

○平成２４年 ２月 ３日
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